【様式１－②】誓約書

誓　約　書

令和　　年　　月　　日　

　（宛先）佐　倉　市　長

 MERGEFIELD "教育委員会" 
所 在 地　　

団 体 名　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
佐倉市千代田・染井野ふれあいセンターの指定管理者の指定の申請にあたり、下記事項について誓約します。
また、下記事項について疑義が生じた場合は、市長の指示に従って、資格要件等に関する書類を速やかに市長に提出すること、及び市長が必要な確認、調査その他情報収集を行うことに同意します。
記
１　申請書その他の提出書類の全ての記載事項は、事実と相違しないこと

２　佐倉市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第４条及び佐倉市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則第４条各号に規定する申請資格を有していること
３　佐倉市千代田・染井野ふれあいセンター指定管理者募集要項「Ⅱ　申請の資格」に掲げる条件を満たしていること
（注　共同事業体による応募の場合は、構成団体ごとに提出してください。）
以下、参考資料（提出不要）
佐倉市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成17年佐倉市条例第21号）[抜粋]
（申請の資格の制限）

第４条　市長又は議員が代表者又はこれに準ずる地位にある者となっている団体は、指定管理者の指定の申請をすることができない。

佐倉市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成17年佐倉市規則第87号）[抜粋]
	（申請の資格）
第４条　条例第３条に規定する指定管理者の指定を受けようとする団体（複数の団体が共同して指定管理者の指定を受けようとする場合は、その構成員である団体）は、次の各号のいずれにも該当しないものとする。

（１）当該団体の責めに帰すべき事由により本市又は他の地方公共団体から指定管理者の指定を取り消され、その取消しの日から５年を経過しない団体
（２）本市又は他の地方公共団体から複数の団体が共同して指定管理者の指定を受けた場合であって、当該複数の団体の責めに帰すべき事由により当該指定を取り消され、その取消しの日から５年を経過しないときに、その構成員であった団体

（３）当該団体の役員（法人以外の団体にあっては、当該団体の代表者）のうち次のいずれかに該当する者がある団体

ア　公の施設の管理を行うために必要な契約等を締結する能力を有しない者

イ　破産者で復権を得ないもの

ウ　指定管理者の指定の手続において、公正な手続を妨げた者又は不正の利益を得るために連合した者

（４）破産手続開始の決定を受けた法人

（５）本市における一般競争入札への参加を制限されている団体
（６）市税を滞納している団体


指定管理者からの暴力団排除に関する連絡体制についての合意書（平成22年９月７日締結）[抜粋]
	１　指定管理者の応募資格審査に関する情報提供
（１）市長は、指定管理者候補者の選定に際して、指定管理者に応募した法人及びその他の団体並びにそれらの役員等（法人にあっては、非常勤を含む役員及び経営に事実上参加している者。任意の団体にあっては、その代表者及び経営に事実上参加している者をいう。）が、次のいずれかの事由（以下「暴力団排除措置事由」という。）に該当するか否かについて、署長に対し、文書（別記様式第１号）により照会することができるものとする。
①暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定するものをいう。以下同じ。）又はそれらの利益となる活動を行う団体であるとき
②役員等が、暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定するものをいう。）若しくはこれに準ずる者（以下「暴力団関係者」という。）であるとき、又は暴力団関係者が経営に実質的に関与しているとき
③役員等が、自社、自己もしくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力団の威力又は暴力団関係者を利用するなどしているとき
④役員等が、暴力団又は暴力団関係者に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持、運営に協力し、もしくは関与しているとき
⑤役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有しているとき
⑥役員等が、暴力団関係者であることを知りながら、これを不当に利用するなどしているとき
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